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＜総説＞

抄録
気象庁が1890年代から続けている地上気温観測が示す通り，日本の気温は上昇を続けている．気温
の上昇は都市化だけでなく，地球温暖化の影響を大きく受けている．このような状況の中，日本国内
では気候変動適応への取組が進んでいる．
2015年に国の気候変動適応計画が策定され，2018年に国の気候変動適応法が施行されたことにより，
地方自治体における適応計画の策定は着実に進んでいる．国の事業により地方自治体の適応計画策定
支援が行われたこと、環境省による気候変動適応情報プラットフォームが立ち上がったこと、気候変
動適応情報へのアクセスが容易になったことなども、適応計画を策定する地方自治体が増加している
一因と考えられる。
本論文では，日本の地方自治体における気候変動適応計画の現状を調査した結果について述べる．
また，地方自治体における気候変動適応計画の一例として，埼玉県の暑熱環境分野に気候変動適応の
進捗状況を述べる．

キーワード：気候変動，地方自治体における気候変動適応計画，暑熱環境，熱中症

Abstract
The surface air temperature in Japan is continuing to rise, as evidenced by the temperature observations 

that have been made since the 1890s. This rise in temperature is due not only to urbanization, but also to 
global warming. Against this background, efforts to adapt to climate change are now underway in Japan.

特集：気候変動による日常生活や健康への影響を考える
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I．はじめに

地球温暖化は現時点ですでに自然及び人間社会に影響
を与えており，今後，温暖化の程度が増大すると，深
刻で広範囲にわたる不可逆的な影響が生じる可能性が
高まることがThe International Panel on Climate Change
（IPCC）[1]により指摘されている．
図 1 は，1891-2017年における，全球および日本の年平

均地上気温の偏差（基準は1901-1930年）を示している[2]．
気温上昇率は，全球平均では気温上昇率は0.78℃ /100年
である．一方で，都市化の影響が少ない日本全体の15地
点の平均は，1.21℃ /100年である．このように，地上気
温は，年々の変動はあるものの全球でも、また日本でも
上昇を続けてきていることがわかる．
気象庁[3,4]では，主に日本を対象に詳細な将来気候

予測を行なっている．地球温暖化予測情報第 8 巻で
はRCP4.5シナリオ，第 9 巻ではRCP8.5シナリオに基
づき予測を行なっている．全国平均の気温上昇量は，
RCP4.5シナリオで2.5-3.5℃，RCP8.5シナリオで3.3-4.9
度になると予測されている．猛暑日日数なども現在より
も多くなることが予測されている．2015年にCOP21にお
いて結ばれたパリ協定[5]では，将来にわたって全球平
均気温の上昇量を産業革命以前の+1.5℃または+2.0℃

未満に抑えることを目標として掲げている。その一方で、
気候の不確実性のみならず社会経済や技術革新の将来予
測にも大きな不確実性があり，現時点では将来の昇温量
がどの程度になるかの予測は難しい．
更に，IPCC[6]によると，将来，温室効果ガスの排出
量がどのようなシナリオを選択したとしても，今後数十
年間は世界の平均気温は上昇し続け，21世紀末に向けて
気候変動の影響のリスクが高くなることが予測している．
このため，地球温暖化の影響に対処するため，温室効
果ガスの排出の抑制等を行う「緩和」だけではなく，す
でに現れている影響や中長期的に避けられない影響に対
してその影響を最小化するための「適応」を進めること
が求められている．

II．日本における気候変動適応に関する取組

日本では，緩和策に関しては1998年に地球温暖化対
策の推進に関する法律が公布されて以降，20年以上にわ
たって国・地方自治体において温暖化対策の計画が策定
され、主に緩和策が対策として行われてきた．一方，気
候変動適応策に関しては，近年まで関連する法律がなく，
法に基づいた計画も存在していなかった．表 1 は，日
本における気候変動適応に関する取組みを示している．

With the establishment of the national climate change adaptation plan in 2015 and the enactment of the 
national climate change adaptation law in 2018, the development of adaptation plans by local governments is 
progressing steadily. In part, this may be due to support provided to local governments by the national proj-
ect to develop such adaptation plans, the launch of the Climate Change Adaptation Information Platform by 
the Ministry of the Environment, and the ease of access to information regarding climate change adaptation.

This paper describes the current status of climate change adaptation planning by Japanese local govern-
ments. As a concrete example of such local activities for climate change adaptation planning, we describe 
the countermeasures for climate change adaptation that have been taken in the thermal environment sector 
in Saitama Prefecture.

keywords:  climate change adaptation, adaptation planning in local governments, thermal environment, heat 
stroke
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（気象庁公開データより作成）
⒜は全球平均，⒝は都市化の影響が少ない日本全体の15地点の平均である．

図 1　1981-2010年からの地上気温の偏差

⒜ ⒝
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2015年に，農林水産省[7]，国土交通省[8]がそれぞれ気
候変動適応計画を発表し，同年に「気候変動の影響への
適応計画」が閣議決定された[9]．その後，2018年には気
候変動適応法が公布・施行され，国の気候変動適応計画
策定が法的に位置付けられた．
気候変動適応法では，地方自治体が努力義務として行

うべきことが 2 つ位置付けられた．一つは地域気候変動
適応計画の策定，もう一つは地域気候変動適応センター
の設置である．
表 2 は，2020年 9 月30日時点での都道府県・政令市に
おける気候変動適応計画策定状況である[10]．気候変動
適応計画の作成方法は，既存の計画（環境基本計画・地
球温暖化対策実行計画など）への追記，独立した適応計
画の策定の 2 つがある．現在，気候変動適応法に基づき
計画の策定または位置付けがされている地方自治体は，
22道府県，12政令市，17市区である．2018年12月に気候変
動適応法が施行されてから 1 年10ヶ月の時点で，これだ
けの計画が策定されている．また，地域気候変動適応セ
ンターを設置する地方自治体も急速に増えている．2020
年 9 月30日現在，23府県， 1 政令市（川崎市）， 1 市（那
須塩原市）の計25箇所が設置されている[10]．地域気候
変動適応センターの設置形態は，地方環境研究所，都道

府県庁の一部局，地方大学，地球温暖化防止活動推進セ
ンター，またはこれらの共同設置など，様々である．

III．埼玉県における気候変動の実態

東京都市圏は，日本の中でも夏季に猛暑となる地域
の 1 つとして知られている．また，3800万人以上の人口
を擁する東京都市圏（東京・神奈川・埼玉・千葉を含
む）は，現在でも世界最大の都市域である．IPCC[1]で
は，今世紀中に地球温暖化による 2 ～ 5 ℃の昇温だけで
なく，世界の大都市では都市ヒートアイランド現象によ
る 1 ～ 2 ℃の昇温も重なることにより，熱波が頻発する
と予測している．このように熱波によるリスクが高まっ
ているため，都市ヒートアイランド対策はその重要性を
増しつつあり，その対策の推進が求められている．東京
都市圏では，ここ数十年急速に都市が拡大したため，暑
熱環境悪化がすでに顕在化している．特に，埼玉県は内
陸に位置していることもあり，沿岸部と比較して気温の
日較差が大きく，これまでにも40℃を超える日最高気温
が数回観測されている．
図 2 は，熊谷地方気象台における地上気温の偏差であ

る[11]．19世紀末から現在まで上昇を続けており，気温
上昇率は全球や日本全体の平均と比較しても2.14℃ /100
年と大きい．これは，全球・日本では地球温暖化の影響
による昇温が見られているのに対し，地球温暖化に加え

表 1　気候変動適応をめぐる日本の動き
年月 出来事

2015年 3 月

2015年 8 月

2015年11月

2015年11月

2017年 3 月

2018年 6 月

2018年11月

2018年12月

気候変動影響評価報告書 公表

農林水産省 気候変動適応計画 策定

国土交通省 気候変動適応計画 策定

気候変動の影響への適応計画閣議 決定

農林水産省 気候変動適応計画 改定

気候変動適応法 公布

農林水産省 気候変動適応計画 改定
国土交通省気候変動適応計画 改定
政府の気候変動適応計画 閣議決定

気候変動適応法施行

表 2　地方自治体における気候変動適応計画策定状況（2020年 9 月30日時点）
適応計画策定方法 地方自治体

独立した適応計画の策定 都道府県：北海道，岩手県，千葉県，静岡県，徳島県
政令市： 該当なし
市区町村：一宮市

既存の計画（環境基本計画，
地球温暖化対策実行計画な
ど）へ付加

都道府県： 宮城県，秋田県，茨城県，埼玉県，神奈川県，富山県，
石川県，福井県，愛知県，大阪府，鳥取県，愛媛県，
高知県，福岡県，長崎県，宮崎県，鹿児島県

政令市： 仙台市，川崎市，横浜市，相模原市，新潟市，静岡市，
名古屋市，大阪市，堺市，広島市，北九州市，福岡市

市区町村： 鶴岡市，日光市，那須塩原市，柏市，木更津市，葛
飾区，八王子市，横須賀市，島田市，富山市，春日
井市，豊川市，尼崎市，福山市，下関市，佐賀市

気候変動適応情報プラットフォームより入手したデータから作成

　　　（気象庁公開データより作成）

図 2　 熊谷地方気象台における1981-2010年からの地上
気温の偏差
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て都市ヒートアイランド現象により気温が上昇している
ためだと考えられる[12]．このように，年平均気温でも
気温の上昇は見られるが，日最高気温や日最低気温では
さらに明瞭に気温上昇の様子を見ることができる．
図 3 は，熊谷地方気象台における1980-1999年と2000-
2019年の日最高気温および日最低気温の頻度分布である
[11]．いずれも，近年の頻度分布が高温側に移っている
ことがわかる．1980-1999年から2000-2019年までの間に，
20年あたりの猛暑日数（日最高気温が35℃以上となる
日）は，221日から392日と急増，真夏日数（日最高気温
が30℃以上となる日）も1022から1321日と急増している．
また，1980-1999年から2000-2019年までの間に，10年あた

りの熱帯夜日数（日最低気温が25℃以上の日）は，108日
から279日と急増している．一方，冬日（日最低気温が0℃
未満の日）は，1038日から908日と減少している．このよ
うに，埼玉県ではすでに気温上昇にともない猛暑日等も
変化していることが分かる．

IV．埼玉県における気候変動適応策への取組

埼玉県ではこれまでに農作物への高温影響や、前節で
述べた暑熱環境悪化など、様々な要因があり、気候変動
適応策が進められている．表 3 は，埼玉県における気候
変動適応のこれまでの取組をまとめたものである．埼玉
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灰色は1980-1999年，白色は2000-2019年の値を示している．文献[22]より改変・再掲．

図 3　熊谷地方気象台における⒜日最高気温および⒝日最低気温の頻度分布の変化
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県では，2018年の気候変動適応法の施行よりもかなり前
から気候変動適応に関わる取組を進めてきた．平成20年
には，地球温暖化による埼玉県への影響についての報告
書である「地球温暖化の埼玉県への影響2008」をまとめ
た[13]．その後，2009年に策定した「埼玉県地球温暖化
対策実行計画」[14]においては，気候変動適応に関する
記述が追加された．2015年に行われた改定では気候変動
適応に関する項目が更に追加された[15]．また，2015年
に発行された国の気候変動適応計画を参考に県内の今後
の取組の方向性を整理した「地球温暖化への適応に向け
て～取組の方向性～」[16]を2016年に策定した．2018年
には気候変動適応法施行と同時に，埼玉県環境科学国際
センターを地域気候変動適応センターとして位置付けた．
さらに，2020年に策定した「埼玉県地球温暖化対策実行
計画（第 2 期）」を，気候変動適応法に基づく地域気候
変動適応計画として位置付けた[17]．
2016年に策定した「地球温暖化への適応に向けて～

取組の方向性～」[16]においては，農業・林業・水産業，
水環境・水資源，自然生態系，自然災害，健康，県民生
活・都市生活のそれぞれの分野について県内での気候変
動影響を整理した．その上で，今後の主な取組の方向性
として，農業（水稲），河川（洪水，内水），暑熱（熱中
症），県民生活・都市生活（暑熱による生活への影響）
の 4 つの課題を設定し，これらを埼玉県では影響が大き
く，発生の可能性が高いとし，取り組むべき課題として
いる． 4 つの課題のうち， 2 つが暑熱環境悪化に関する
ことであり，これを見ても埼玉県において暑熱環境悪化
への関心が課題となっていることがわかる．
気候変動適応の一分野でもある暑熱環境悪化への対策
として，埼玉県では都市ヒートアイランド対策にも取り

組んできた．2007年には，埼玉県環境部温暖化対策課が
「埼玉県ヒートアイランド現象実態調査報告書」[18]を
発行した．この中では，県内のAMeDAS，一般環境大気
測定局などの気温の経年変化やその季節ごとの傾向，土
地利用の変遷，人工排熱量の推計などについて解析が行
われ，県内の地域ごとの暑熱環境特性とヒートアイラン
ドの要因の解析なども行われた．また，具体的な対策
を考える際の資料として，2009年に「埼玉県ヒートアイ
ランド対策ガイドライン」[19]を発行した．このように，
県内でのヒートアイランド対策についての情報がまとめ
られてきた．

V． 埼玉県での暑熱環境悪化に対する具体的な
施策例

今回紹介する暑熱環境悪化に対する取組は，大き
く 2 つに分けることができる． 1 つは，県有施設，民間

表3　埼玉県における気候変動適応に関する取組
文献[21]より改変

西暦（年） 出来事
2008

2009

2010-2014

2012

2015-2016

2015

2015-2019

2016

2017-2019

2018

2020

緊急レポート 地球温暖化の埼玉県への影響 2008[9] 発行

ストップ温暖化・埼玉ナビゲーション 2050[10] 策定

環境省温暖化影響評価・適応政策に関する総合的研究（S-8）参画

埼玉県地球温暖化対策推進委員会適応策専門部会 発足

環境省地方公共団体における気候変動影響評価・適応計画策定等支援事業参画

ストップ温暖化・埼玉ナビゲーション 2050 改訂版 [11] 策定

文部科学省気候変動適応技術社会実装プログラム（SI-CAT）参画

地球温暖化への適応に向けて～取組の方向性～ [12] 策定

環境省地域適応コンソーシアム事業参画

埼玉県気候変動適応センター設置

埼玉県地球温暖化対策実行計画（第 2期）[13] 策定．気候変動適応法に基づく
地域気候変動適応計画として位置付け．

図 4　埼玉県における熱中症による救急搬送者数推移
出典：総務省消防庁

（人）
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事業者の建造物，民間住宅などの暑さを和らげるための
ハードウェア面での対策，もう 1 つは人間が熱中症とな
らないようにするための予防対策である．ハードウェア
面での対策としては，熊谷スポーツ文化公園でのヒート
アイランド対策[20]による公園内の暑熱環境の改善，先
導的ヒートアイランド対策住宅街モデル事業による民間
住宅街へのヒートアイランド対策の展開[21,22]，中小企
業の建屋を対象とした埼玉県民間事業者暑さ対策設備等
省エネ補助金によるヒートアイランド対策への補助など
が埼玉県の事業として行われている．もう一つの対策は、
熱中症対策である。
すでに顕在化している暑熱環境悪化の影響として、埼

玉県における2010年から昨年までの熱中症による救急搬
送者数の推移を図 4 に示す．熱中症による救急搬送数を
2010-2014年と2015-2019年の平均で比較した．2010-2014
年の平均は3,329人，2015-2019年の平均は3,749人であり，
約400人増加しており，特に高齢者の割合が大きくなっ
ていた（図省略）．高齢者は体温調整が難しく，気温の
変化を感じにくいことから，周囲の人の声掛けや見守り
など，地域全体で熱中症への意識を高めていくことが重
要と考え，様々な熱中症予防対策に取り組んでいる．
以下に熱中症対策の具体例を示していく．

 1 ．熱中症予防対策の取組
埼玉県では，2010年の猛暑で熱中症による救急搬送の

結果，19人が亡くなったことを契機に，県庁内及び職域
での連携を目的として「熱中症予防対策連絡会議」を設
置し，住民の健康に直接携わる保健医療部健康長寿課を
中心に熱中症予防対策に取り組んできた．ここでは，埼
玉県における熱中症による救急搬送者数の推移を紹介し
た上で，これまでの熱中症予防対策と，新型コロナウイ
ルス感染症の感染拡大により生じた問題である「新しい
生活様式と熱中症予防」への新たな取組について紹介す
る．
また，埼玉県では，熱中症予防対策を「埼玉県地球温

暖化対策実行計画（第 2 期）」[17]の中の気候変動適応

策に位置付けている．

 2 ．これまでの熱中症予防対策
⑴　クールシェアの取組
保健医療部健康長寿課は、2011年東日本大震災による
計画停電や節電対策の中での暑さ対策として，行政施設
や民間企業の協力の下，施設の待合室などを「まちのクー
ルオアシス」として登録し，熱中症に関する情報発信の
拠点や体調不良時の一時休憩所として提供する環境整備
を行っている[23]．協力施設には，ステッカーや啓発資
材，体調不良者への対応マニュアルを配布している[23]
（図 5 ）．協力施設数は2020年 8 月末時点で8,171施設あ
り，行政機関だけでなく，県内にある大手コンビニエン
スストアチェーンやドラッグストアチェーンなど多くの
民間企業から協力を得ている．本事業の取組みは，環
境省令和元年版 環境・循環型社会・生物多様性白書[24]，
気候変動適応情報プラットフォーム（A-Plat）[10]でも
紹介されている．
2018年度に全協力施設に対して行ったアンケート（回
答数460,全体の 6 ％）では，約80％の施設がまちのクー
ルオアシス実施による前向きな効果を感じており，施設
の約45％が「施設利用者へ熱中症について普及啓発や注
意喚起をする機会ができた」，約30％が「施設職員が熱
中症について学ぶ機会となった」と回答した．また，実
際に「体調不良者への対応を行った」と回答した施設は
約25％あり，地域における熱中症予防対策の拠点として
の役割を担っていることが確認できた．
なお，新型コロナウイルス感染症が流行する2020年の
夏については，各施設に感染対策を行った上での協力を
依頼しており，各施設から取組事例を募集し，埼玉県の
ホームページで公開している[23]．
⑵　地域での熱中症予防対策の推進
地域での熱中症予防対策を推進するため，住民に対し
て直接健康教育などを行う機会の多い市町村や保健所の
職員等を対象とした「熱中症予防対策アンバサダー研修
会」を2018年度から開催している．講師には，埼玉県と「健

図 5　まちのクールオアシス協力施設に掲示されるステッカー（左）及び配布される啓発資材の例（右）
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康増進に関する連携協定」を締結する大塚製薬株式会社
大宮支店の社員（熱中症アドバイザー）に加えて，熱中
症対策に積極的に取り組む自治体の職員からの事例発表
を行うことで，広く取組事例の共有を図っている．
また，熱中症予防対策に係る高齢者等への直接的な支
援や地域の実態に合わせた熱中症予防対策を行う市町村
向けの補助金事業「効果的な熱中症予防対策支援事業」
を2019年度から開始し，予算面でも取組の推進を支援し
ている．
⑶　アプリを活用した熱中症注意喚起の強化
埼玉県は、埼玉県公式スマートフォンアプリである
「まいたま防災」を活用し，環境省が発表する暑さ指数
（WBGT）が厳重警戒以上になることが予想される場合
に，その日の朝に利用者にプッシュ配信で知らせる「熱
中症予防情報」を2020年度から開始した．
⑷　日傘の普及啓発
日傘は直射日光を避け体感温度を下げる効果があり，
「日陰を持ち歩く」ことができ，夏の暑さ対策，熱中症
対策として有効である．環境省の資料[25]によれば，木
陰や人工日よけにより，直射日光を下げることで 3 ℃か
ら 7 ℃，体感温度が下がるとされている．そのため，埼
玉県ではだれでも気兼ねなく日傘を差してもらえるよう，
熱中症・暑さ対策として日傘の普及啓発に環境部温暖化
対策課が中心となり取り組んでいる．
具体的な取組として，暑さ対策等を積極的に推進する

市や企業との連携，SNSによる日傘普及に関する情報発
信，日傘体験会等を行った．実際に体験会等で日傘を体
験した男性からは，差すと差さないとでは全然違う，思っ
ていたよりも快適，実際に使ってみると思っていたほど
周りの目は気にならない，等の感想があった．

 3 ．新しい生活様式と熱中症予防対策の取組について
2020年は新型コロナウイルス感染症の感染拡大によ
り，マスク着用をした状態で夏を過ごす誰も経験したこ
とのない夏となった．そこで，熱中症への注意喚起を図
ることを目的とした実証実験として、マスク着用時等の
熱中症リスクと，日傘や身体冷却等の熱中症予防対策の

効果について測定を行い、また熱中症リスクや予防対策
に関する視覚的にわかりやすい啓発資材を作成した（「リ
スクと予防対策の見える化による熱中症注意喚起事業」）．
この実証実験は，環境省「熱中症予防対策ガイダンス策
定に係る実証事業[26]」により実施した（図 6 ）．解析
結果及び作成した啓発物については，今後，県ホームペー
ジで掲載する予定である．

VI．むすび

2018年に気候変動適応法が施行されて以来，地方自治
体においても，急速に気候変動適応に対する取組が広
がっている．気候変動適応策は，環境に関わる機関・企
業だけではなく，あらゆる分野において考慮すべきこと
がある．本稿では，気候変動適応のうち，暑熱環境悪化
への対策について埼玉県での取組について具体例をあげ
て紹介した．暑熱環境悪化への対策は，環境部だけでは
なく、保健医療部、都市整備部、危機管理防災部が連携
して対応すべき課題である．暑熱環境悪化への対策以外
の気候変動の影響として農林水産業，水環境・水資源，
自然生態系，自然災害などの各分野についても，それぞ
れ複数の部局の対策が必要となってくる．また，進行し
つつある気候変動に対応して地域気候変動適応計画を実
行していくためには，顕在化している気候変動影響，将
来の影気候変動影響の予測結果などに合わせて計画を定
期的に見直す必要がある．
気候変動適応法により，国並びに地方自治体は自然的
経済的社会的状況に応じた気候変動適応計画を策定する
よう求められている．このため，現在は，地方自治体や
事業者が気候変動や適応策に関する情報を入手しやすく
するために，国立環境研究所により気候変動適応情報プ
ラットフォーム（A-PLAT）[10]が運営されている．また，
環境省と地域気候変動適応センターが情報を共有するた
めの枠組みとして，気候変動適応広域協議会が設置され
ている．このように，地方自治体が地域気候変動適応計
画を策定するのに必要な情報を入手しやすい環境が整え
られ，現在も改良が進められつつある．

図 6　マスクを着用した状態で15分間踏み台昇降を行った場合のサーモカメラ画像の比較
（左）運動前，（右）運動後である．測定時は，気温36.7℃，WBGT32.2℃であった．
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地方自治体による地域気候変動適応計画の策定および
地域気候変動適応センターの設置の件数は増えつつある
が，地方自治体の気候変動適応に対する取組の進捗に
ついては，それぞれの地方自治体で大きく異なってい
る．気候変動適応法施行前は、地方自治体において気候
変動適応策を踏まえた施策を行うには施策を考えるため
の必要な情報の入手経路が限られたり、そもそも情報が
なかったりと困難な面もあったが、気候変動適応法施行
後は、前述のように困難な面が解消されつつある。これ
から気候変動適応に取り組み始める地方自治体にとって、
また、時々の自然的経済的社会的状況を反映させるため
に地域高変動適応計画の改定を行う地方自治体にとって
は、前述した気候変動や気候変動適応策の情報の共有や
地域気候変動適応計画策定支援などは重要であり、引き
続き行われることが望まれる．
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